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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注)１  売上高には、消費税等は含まれていない。 

    ２  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容について、重要な

変更はない。 

 また、主要な関係会社についても異動はない。 

  

  

  

回次 
第145期 

第１四半期 
連結累計期間 

第146期 
第１四半期 
連結累計期間 

第145期 

会計期間 
自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日 

自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日 

自  平成27年４月１日 
至  平成28年３月31日 

売上高 (百万円) 131,286 95,861 479,870 

経常利益 (百万円) 31,103 18,429 61,132 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(百万円) 22,371 12,912 43,008 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 27,367 7,299 10,832 

純資産額 (百万円) 304,454 287,394 285,186 

総資産額 (百万円) 559,913 513,265 555,217 

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 41.22 23.93 79.41 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 54.4 56.0 51.4 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業等のリスクについて、重要な変更はない。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結会計期間末のお客さま数は241万3千件、前年同四半期末に比べ0.9％の増加となった。当第１四

半期連結累計期間のガス販売量は、合計で9億1千2百万㎥、前年同期並みとなった。用途別では、家庭用は前年同期

比1.6％減少した。業務用は同1.6％増加した。他ガス事業者向け卸供給は同12.2％減少した。ＬＰＧ販売量は前年

同期並みとなった。 

  当第１四半期連結累計期間の売上高は、前年同期比27.0％減少し958億6千1百万円となった。売上原価は、原油価

格の下落を受けて原材料費が減少したことなどにより同29.6％減少し467億7千8百万円となった。供給販売費及び一

般管理費は、同9.1％減少し312億9千2百万円となった。これらの結果、経常利益は、同40.7％減少し184億2千9百万

円となった。親会社株主に帰属する四半期純利益は、同42.3％減少し129億1千2百万円となった。 

 当第１四半期連結累計期間は、原料費調整制度による差益が前年同期に比べ大きく減少したため、大幅な減益と

なった。 

  

  セグメントの業績を示すと、次のとおりである。 

  

①ガス 

お客さま数は、前年同四半期末に比べ0.9％増加し241万3千件となった。ガス販売量は、前年同期並みの9億1千

2百万㎥となった。売上高は、前年同期比332億1千7百万円減の686億3千3百万円となった。セグメント利益は、同

127億8千5百万円減の153億8千3百万円となった。 

  

②工事及び器具 

売上高は、前年同期比3千6百万円増の75億7千8百万円となった。セグメント利益は、同1千9百万円減の4千2百

万円となった。 

  

③ＬＰＧ・その他エネルギー 

ＬＰＧ販売量は、前年同期並みの10万4千トンとなった。売上高は、前年同期比28億3千9百万円減の150億6千1

百万円となった。セグメント利益は、同5千3百万円増の14億5千6百万円となった。 

  

④その他 

売上高は、前年同期比11億5千万円増の86億4千万円となった。セグメント利益は、同1億3千8百万円増の5億9千

2百万円となった。 

  

(2) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は、4億3千9百万円である。 

  

(3) 主要な設備 

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

 なお、前連結会計年度末において計画中であった知多緑浜工場ＢＯＧ再液化設備は平成28年６月に完成した。 

  

（注） １  本書面でのガス販売量は、すべて１m3当たり45メガジュール換算で表示している。 

  ２  本書面に記載の売上高、仕入高等の金額には、消費税等は含まれていない。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項なし。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 805,998,157 

計 805,998,157 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成28年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成28年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 541,276,429 541,276,429 

東京証券取引所 
（市場第一部） 
名古屋証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数は1,000株である。

計 541,276,429 541,276,429 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成28年４月１日～ 
平成28年６月30日 

― 541,276,429 ― 33,072 ― 8,027 
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(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。 

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成28年６月30日現在 

  

  

② 【自己株式等】 

平成28年６月30日現在 

  

  

２ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はない。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式)          
 普通株式     3,089,000 

― ― 

完全議決権株式(その他)  普通株式   534,528,000 534,528 ― 

単元未満株式  普通株式     3,659,429 ― ― 

発行済株式総数              541,276,429 ― ― 

総株主の議決権 ― 534,528 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式)   
東邦瓦斯株式会社 

名古屋市熱田区 
桜田町19番18号 

3,089,000 ― 3,089,000 0.57 

計 ― 3,089,000 ― 3,089,000 0.57 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)及び「ガス事業会計規則」(昭和29年通商産業省令第15号)に準拠して作成している。 

  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部     

  固定資産     

    有形固定資産     

      製造設備 67,795 68,539 

      供給設備 148,693 146,094 

      業務設備 26,939 26,676 

      その他の設備 29,448 29,009 

      建設仮勘定 40,405 42,301 

      有形固定資産合計 313,282 312,621 

    無形固定資産     

      その他 5,319 4,932 

      無形固定資産合計 5,319 4,932 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 69,045 62,980 

      その他 22,723 23,674 

      貸倒引当金 △102 △87 

      投資その他の資産合計 91,665 86,567 

    固定資産合計 410,267 404,122 

  流動資産     

    現金及び預金 25,393 20,298 

    受取手形及び売掛金 47,666 35,715 

    有価証券 35,000 24,000 

    たな卸資産 14,256 11,253 

    その他 22,846 18,058 

    貸倒引当金 △212 △181 

    流動資産合計 144,950 109,143 

  資産合計 555,217 513,265 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

負債の部     

  固定負債     

    社債 69,997 69,998 

    長期借入金 22,389 21,679 

    ガスホルダー修繕引当金 1,422 1,447 

    保安対策引当金 18,570 18,158 

    器具保証引当金 3,764 3,721 

    退職給付に係る負債 26,200 25,716 

    その他 8,663 8,915 

    固定負債合計 151,007 149,636 

  流動負債     

    1年以内に期限到来の固定負債 26,780 16,773 

    支払手形及び買掛金 16,593 13,533 

    短期借入金 7,073 5,753 

    未払法人税等 15,355 5,719 

    その他 53,222 34,454 

    流動負債合計 119,024 76,234 

  負債合計 270,031 225,871 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 33,072 33,072 

    資本剰余金 8,387 8,387 

    利益剰余金 222,721 232,928 

    自己株式 △50 △2,436 

    株主資本合計 264,131 271,952 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 32,480 28,456 

    繰延ヘッジ損益 △4,212 △5,643 

    為替換算調整勘定 3,009 2,384 

    退職給付に係る調整累計額 △10,222 △9,756 

    その他の包括利益累計額合計 21,054 15,441 

  純資産合計 285,186 287,394 

負債純資産合計 555,217 513,265 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 131,286 95,861 

売上原価 66,453 46,778 

売上総利益 64,832 49,083 

供給販売費及び一般管理費 34,439 31,292 

営業利益 30,392 17,791 

営業外収益     

  受取利息 7 28 

  受取配当金 832 717 

  受取賃貸料 115 115 

  雑収入 216 111 

  営業外収益合計 1,172 974 

営業外費用     

  支払利息 415 294 

  雑支出 46 41 

  営業外費用合計 461 335 

経常利益 31,103 18,429 

特別損失     

  投資有価証券評価損 － 480 

  特別損失合計 － 480 

税金等調整前四半期純利益 31,103 17,948 

法人税等 8,731 5,036 

四半期純利益 22,371 12,912 

親会社株主に帰属する四半期純利益 22,371 12,912 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純利益 22,371 12,912 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 5,001 △4,023 

  繰延ヘッジ損益 △24 △1,430 

  為替換算調整勘定 △49 △624 

  退職給付に係る調整額 68 465 

  その他の包括利益合計 4,995 △5,613 

四半期包括利益 27,367 7,299 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 27,367 7,299 

  非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】 

(会計方針の変更等) 

  
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

  

(追加情報) 

  

(四半期連結貸借対照表関係) 

  １ 偶発債務 

(1) 連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に対する債務保証額は、次のとおりである。 

  

  (2) 従業員の金融機関からの住宅融資金に対する債務保証額は、次のとおりである。 

  

  (3) 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務は、次のとおりである。 

  

(四半期連結損益計算書関係) 

前第１四半期連結累計期間（自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日） 

  

都市ガス事業においては、事業の性質上気温等の影響により、業績に季節的変動がある。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日） 

（会計方針の変更） 
 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報
告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備
及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更している。 
 これによる損益に与える影響は軽微である。   

 

項目 
当第１四半期連結累計期間 

(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

税金費用の計算 
  

  税金費用については、税金等調整前四半期純利益に当連結会計年度の見積実効税率を乗
じて計算している。 

 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第１四半
期連結会計期間から適用している。 

 

  
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

Ichthys LNG Pty Ltd      7,594百万円      6,954百万円 
 

前連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成28年６月30日) 

   298百万円    279百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

第17回無担保普通社債 5,000百万円    5,000百万円 

第31回無担保普通社債 5,000百万円    5,000百万円 

計 10,000百万円    10,000百万円 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日) 

減価償却費 8,132百万円 8,183百万円 
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(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日) 

１  配当金支払額 

  

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

      該当事項なし。 

  

３  株主資本の著しい変動 

(1) 自己株式の取得 

 当社は、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく自己株式の取得に

ついて、次のとおり実施した。なお、以下の取得をもって、平成27年４月30日開催の取締役会の決議に基づく自己

株式の取得を終了した。 

 ①取得した株式の種類 

    当社普通株式 

 ②取得した株式の総数 

    3,947千株 

 ③取得価額の総額 

    2,999百万円 

 ④取得期間 

    平成27年５月７日～平成27年５月28日(約定ベース) 

 ⑤取得方法 

  東京証券取引所における市場買付け 

  

(2) 自己株式の消却 

 当社は、平成27年６月22日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、次のとおり自己株式の消

却を決議し実施した。 

 ①消却した株式の種類 

    当社普通株式 

 ②消却した株式の総数 

    4,690千株 

 ③消却実施日 

    平成27年６月30日 

  

 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成27年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 2,726 5.0 平成27年３月31日 平成27年６月23日
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当第１四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

１  配当金支払額 

  

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

      該当事項なし。 

  
３  株主資本の著しい変動 

  自己株式の取得 

 当社は、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく自己株式の取得に

ついて、次のとおり実施した。 

 ①取得した株式の種類 

    当社普通株式 

 ②取得した株式の総数 

    3,016千株 

 ③取得価額の総額 

    2,381百万円 

 ④取得期間 

    平成28年５月９日～平成28年６月17日(約定ベース) 

 ⑤取得方法 

  東京証券取引所における市場買付け  

  

 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成28年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 2,706 5.0 平成28年３月31日 平成28年６月28日
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                     （単位：百万円） 

（注）１  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＬＮＧ受託加工、不動産の管

理・賃貸、プラント・設備の設計施工、総合ユーティリティサービス事業、住宅設備機器の販売、情報処

理、リース等を含んでいる。 

２  セグメント利益の調整額306百万円は、セグメント間取引消去額である。 

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                     （単位：百万円） 

（注）１  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＬＮＧ受託加工、不動産の管

理・賃貸、プラント・設備の設計施工、総合ユーティリティサービス事業、住宅設備機器の販売、情報処

理、リース等を含んでいる。 

２  セグメント利益の調整額316百万円は、セグメント間取引消去額である。 

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

    報告セグメント 
その他 
（注１）

合計 
調整額 
（注２） 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注３）     

ガス 
工事及び
器具 

ＬＰＧ・ 
その他 

エネルギー
計 

 売上高                 

   外部顧客への売上高 101,830 7,189 17,764 126,784 4,502 131,286 - 131,286 

 
  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 

20 352 136 508 2,988 3,497 △3,497 - 

  計 101,850 7,541 17,900 127,293 7,490 134,783 △3,497 131,286 

 セグメント利益 28,168 61 1,403 29,632 453 30,086 306 30,392 
 

    報告セグメント 
その他 
（注１）

合計 
調整額 
（注２） 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注３）     

ガス 
工事及び
器具 

ＬＰＧ・ 
その他 

エネルギー
計 

 売上高                 

   外部顧客への売上高 68,619 7,247 14,883 90,750 5,111 95,861 - 95,861 

 
  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 

13 331 177 522 3,529 4,052 △4,052 - 

  計 68,633 7,578 15,061 91,273 8,640 99,913 △4,052 95,861 

 セグメント利益 15,383 42 1,456 16,882 592 17,474 316 17,791 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

(重要な後発事象) 

     該当事項なし。 

  
２ 【その他】 

該当事項なし。  

  

  

 

項目 
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日) 

 １株当たり四半期純利益 41円22銭 23円93銭 

 (算定上の基礎)     

 親会社株主に帰属する四半期純利益 
 (百万円) 

22,371 12,912 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

 普通株式に係る親会社株主に帰属する 
 四半期純利益(百万円) 

22,371 12,912 

 普通株式の期中平均株式数(株) 542,709,134 539,495,616 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項なし。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成28年８月10日

東 邦 瓦 斯 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

                                有限責任 あずさ監査法人 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東邦瓦斯株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦瓦斯株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  

公認会計士    柏    木    勝    広    ㊞ 
 

 
指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  

 
公認会計士    岡    野    英    生    ㊞ 

 

 
指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  

 
公認会計士    岩    田    国    良    ㊞ 

 

     
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管している。 

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。 
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【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年８月10日 

【会社名】 東邦瓦斯株式会社  

【英訳名】 TOHO GAS CO., LTD.  

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長      冨 成 義 郎 

【最高財務責任者の役職氏名】           ― 

【本店の所在の場所】 愛知県名古屋市熱田区桜田町19番18号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所  

   （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

  株式会社名古屋証券取引所 

   （名古屋市中区栄３丁目８番20号） 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長 冨成義郎は、当社の第146期第１四半期(自 平成28年４月１日  至 平成28年６月30日)の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認した。 

  

２ 【特記事項】 

特記すべき事項はない。 
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